
 

第８章 人口減少が及ぼす社会保障財源への影響 

 

土居 丈朗1 

 

【要旨】 
人口減少に伴う社会保障給付費の将来見通しについては、これまでにも試算されてい

るが、社会保障財源については、その工面が可能か否か綿密な検討がなされていない。

本稿では、人口減少に伴う世帯数の変動が社会保障財源に与える影響について、将来推

計を交えて分析した。 

 分析には、総務省「消費動向指数」や厚生労働省「国民生活基礎調査」等を用いて、

非課税品目や軽減税率対象品目の分別を踏まえた消費税、所得税、個人住民税、社会保

険料について、世帯主年齢階級別１世帯当たり負担額を推計した上で、今後の世帯数の

変動を反映して2040年度までの税収の推移を推計した。その結果、消費税、所得税、個

人住民税、社会保険料とも、2040年には、人口減少に伴う世帯数の変動によって、直近

と比べて１割ほど税収や社会保険料収入が減少することが確認された。その中でも、消

費税の方が、所得比例的な負担よりも、人口減少に伴う世帯数の変動の影響を受けにく

いことも確認された。 

 そうした性質を踏まえ、消費税による財源調達や高齢者への所得比例的な負担を求め

ることなどが、今後必要であることが示唆される。 

 
1. はじめに 
 
 本稿では、人口減少が社会保障財源に与える影響について定量的に分析する。人口構造の

変化に伴う社会保障給付費の将来見通しについては、これまでにも試算されている。しかし、

社会保障財源については、その工面が可能か否か綿密な検討がなされていない。本稿では、

その点に焦点を当てて検討を深めたい。 

 図表1は、2018年5月に政府が示した「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」（以下、

「将来見通し」）である。図表1によると、社会保障給付費が2025年度には約140兆円、2040

年度には約190兆円になるという。この将来見通しは、国立社会保障・人口問題研究所「日

本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位））に基づいた人口構成の変化を

踏まえた推計となっており、人口動態の影響は考慮に入っている。また、経済前提は、内閣

府「中長期の経済財政に関する試算（平成30年1月）」（以下、「中長期試算」）を基にしてい

る。 
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図表1 2040年を見据えた社会保障の将来見通し（社会保障給付費） 

 

（出所）「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」（2018年5月）、国立社会 

保障・人口問題研究所「社会保障費用統計2015年」を基に筆者作成。 

 

 この将来見通しは、こうした人口動態や経済に関する前提とは整合的である。ただ、「日

本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位））については専門家の間でも堅

実な前提と評価されているが、「中長期の経済財政に関する試算（平成30年1月）」について

は、楽観的な前提という評価がある。 

 楽観的な経済前提を置いて将来推計を行って、その通りに財源を確保できなければ、それ

は画餅に帰す。 

 そこで、本稿では、社会保障給付費の財源について、将来見通しの通りに確保できるかを

検証する。その際、人口減少の影響も考慮に入れる。 

 本稿の構成は次の通りである。第２節で、前掲の将来見通しについて、その財源確保の可

能性について検討する。その際、楽観的な経済前提とならないよう、ベースラインケースを

用いる。第３節で、人口減少の影響を織り込んだ社会保障財源の見通しを独自に推計し、検

討を行う。そして、第４節では、本稿の分析をまとめる。 
 
2. 「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」での財源は確保できるか 
 
社会保障給付費の財源は、公費（税財源）と保険料で賄われている。「将来見通し」では、

図表 1 のような社会保障給付費を、現行制度に基づいた負担割合で負担を求めた場合、公費

と保険料でそれぞれいくら負担を求めることになるかを示している。それが、図表 2 であ

る。ここで用いた試算結果は、「中長期試算」のベースラインケースに基づくものである。

それは、少なくとも、「中長期試算」の成長実現ケースを前提にすると楽観的であるとの評

価があるためである。ベースラインケースなら堅実か否かは、評価が分かれるところであ 



 

る2。 

 図表 2 を見ると、2040 年度には、負担の合計は 187.3 兆円となり、そのうち公費で 80.3

兆円、保険料で 107 兆円という構成となっている3。特に、「対 2018 比」という列に、2018

年度の金額との差額を示している。2040 年度までに、公費では 33.4 兆円、保険料では 36.8

兆円の追加負担が必要となることが伺える。公費においては、そのうち医療で 15.1 兆円の

追加負担が必要とされており、医療での公費負担の増加が大きいことがうかがえる。 

 しかし、この金額は、給付額の試算を前提に、それを負担割合に応じて公費と保険料に振

り分けたまでで、その分だけ増税や保険料の引上げが確約されたものではない。もちろん、

そのすべてを追加的な増税で賄わなければならないというわけではない。しかし、追加的な

増税一切なしにその金額を賄うことが果たしてできるだろうか。 

 

図表2 2040年までの社会保障財源（公費・保険料）の見通し 

 

（注）負担計には、医療、介護、年金以外の子ども子育て等が含まれている。 
（出所）「2040 年を見据えた社会保障の将来見通し」（2018 年 5 月）を基に筆者作成。 

                                                        
2 「将来見通し」は 2018 年１月時点の「中長期試算」に依拠しているが、その後の「中長期試算」にお

いて、経済成長率はより現実的な見込みに大幅に修正されている。厚生労働省資料「社会保障の給付と

負担の現状」によると、2019 年度の社会保障給付費は 123.7 兆円（対 GDP 比 21.9%）となっており、足

下の 2019 年度の対 GDP 比（21.9%）は既に、「将来見通し」における 2025 年の対 GDP 比（21.7%）を

上回っている。このように、「将来見通し」は当時の楽観的な経済見通し等を基礎にして、社会保障給付

費の総額や対 GDP 比等を推計したものであり、結果は相当程度の幅をもってみる必要があるということ

に留意すべきである。 
3 負担計が、図表１の給付の合計と一致しないのは、公費と保険料以外に、年金積立金の運用益等が財源

となることが想定されているからである。 



 

2018 年度の社会保障給付費の公費負担 46.9 兆円には、すべてを税財源で賄いきれず赤字

公債で賄っている部分もあるのだが、ひとまずこの公費負担分に相当する部分が、経済成長

に伴う自然増収によって、追加的な増税なしに 2025 年度や 2040 年度にいくら賄えるかを

推計してみよう。中長期試算の名目成長率に税収弾性値を 1.1 と想定して、2018 年度の 46.9

兆円が、経済成長に伴い自然増収が加わると 2025 年度や 2040 年度にいくらになるかを推

計した結果が、図表 3 に示されている。税収弾性値を 1.1 とすることが妥当な理由について

は、土居（2013, 2017）等で説明されている。 

 「将来見通し」で想定している名目成長率は、「将来見通し」でも明らかにしているよう

に、2020 年代はおおむね 1.7～1.9％で、2028 年度以降は 1.3％と定率となっている。 

 

図表3 「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」における公費負担と税収見通し 

 
（出所）「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」（2018年5月）を基に筆者作成。 

 

 結果は、図表 3 のように、2025 年度に 54.4 兆円、2040 年度に 67.9 兆円である。この金額

を、図表 2 に示された 2025 年度や 2040 年度の公費負担の必要額と比較すると、2025 年度

では 3.4 兆円少なく、2040 年度では 12.4 兆円少ないことがわかる。 

 つまり、（仮に2018年度の46.9兆円がすべて税財源で賄えていたとしても）2025年度には

3.4兆円、2040年度には12.4兆円の追加財源が必要となる。それは、社会保障給付費を「将来

見通し」の金額程には増えないように抑制するか、税財源以外の追加的な負担（自己負担の

増加を含む）で工面するか、追加的な増税で税財源を確保するか、によって手当てすること

が求められることになる。 

 

 



 

3. 人口減少を考慮した社会保障財源の将来推計 
 
(1) 人口減少を考慮した負担の将来推計の必要性 
 前節でみたように、「将来見通し（ベースラインケース）」では、2028 年度以降の名目成

長率を 1.3％と仮定していた。ちなみに、消費者物価上昇率（GDP デフレータ上昇率ではな

い）は、2028 年度以降 1.2％と仮定している。消費者物価上昇率と GDP デフレータ上昇率

の差が、「中長期試算」の 2027 年度と同じ 0.6％pt と仮定すると、2028 年度以降の GDP デ

フレータ上昇率は 0.6％となる。そうすると、2028 年度以降の実質成長率は 0.7％と仮定し

ているとみなすことができる。 

 他方、「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」によると、2030 年代には総人口は年平均

で－0.7％となっている。すると、2030 年代には、１人当たり実質成長率が 1.4％ほどでなけ

れば、前述の実質成長率 0.7％、ひいては「将来見通し」で想定した名目成長率 1.3％は実現

しないことになる。 

 ちなみに、わが国で人口が減少し始めたとされる 2008 年以降でみると、2019 年までの 11

年間における１人当たり実質成長率は年率平均 0.78％である（2020 年 5 月 18 日発表の内閣

府「四半期別 GDP 速報（2020 年 1-3 月期・1 次速報）」ベース）。 

 こうしてみると、名目成長率を仮定して、それに税収弾性値を乗じて将来の税の自然増収

を見込むという推計方法では、こうした人口動態を反映できない可能性がある。 

 そこで、以下では、人口減少を考慮できるよう、各年齢階級の各種負担の現状を分析した

上で、社会保障財源の将来推計を行う。特に、社会保障財源を意識して、消費税と社会保険

料に焦点を当てる。社会保険料の負担を分析できるならば、同じ資料を用いて所得税や個人

住民税の負担についても分析可能となる。したがって、本稿では、消費税と社会保険料に加

えて、所得税と個人住民税の負担も分析対象とする。 

 各種負担に関する分析は、大野ほか(2014)などでも精緻に分析されている。ただ、その将

来推計は行っていない。 

 医療については、厚生労働省「医療保険に関する基礎調査」で、年齢階級別１人当たり医

療費、自己負担額及び保険料の比較（年額）が毎年度推計されている。ただし、そこで負担

について推計されているのは、年齢階級別の１人当たりの医療の自己負担額と公的医療保

険料までで、年金や介護などの他の社会保障の負担や、税負担は推計されていない。 

 国税庁「民間給与実態統計調査」では、年齢階級別の平均給与は示されているが、所得税

負担額は示されていない。 

 本来、所得税や個人住民税は、個人単位での課税となっているから、個人単位での税負担

の推計を行うのが望ましい。しかし、個人単位での税負担の実績値に関する統計が公表され

ていない。そこで、厚生労働省の「国民生活基礎調査（2018 年）」で公表されている世帯主

年齢階級別の課税等の状況を用いて、世帯単位での税負担の推計を行うこととする。同調査

には、社会保険料負担の実績値も公表されていることから、これも分析対象とする。 



 

 ただし、国民生活基礎調査には、消費税負担についての統計は公表されていない4。そこ

で、同じ世帯主年齢階級別で統計が公表されている総務省「消費動向指数（2018 年）」参考

詳細表の合成金額を用いて、2018 年における世帯主年齢階級別の消費税負担を推計するこ

ととする5。「消費動向指数（2018 年）」は、１年間を通じて単一税率で消費税が課税された

最終年のものでもある。そのため、分析する上で税率変更や複数税率に伴う複雑な按分計算

等をせずとも消費税負担が推計できる。 

 世帯単位での推計となることから、「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」と整合的な

国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（平成 30 年推計）」を用いること

とする。また、推計を行う際、世帯員数によって消費支出が異なることは自明である。「日

本の世帯数の将来推計(平成 30 年推計)」では、単独世帯とそれ以外（二人以上世帯）に分け

て 2040 年までの世帯主年齢階級別世帯数が入手できる。そこで、本稿では、「消費動向指数

（2018 年）」の消費支出について、単身世帯（単独世帯）と二人以上世帯に分けて、分析す

ることとする。 

 

(2) １世帯当たり消費税負担額の推計 
 以上を踏まえ、推計方法について説明する。まず、「消費動向指数（2018 年）」参考詳細表

を用いて、2018 年における世帯主年齢階級別の１世帯当たり平均の消費税負担額を推計す

る。推計するにあたり、消費税の非課税品目を消費支出から分別する必要がある。そして、

2019 年 10 月から消費税の標準税率が 10％となるとともに軽減税率が設けられたことから、

軽減税率の対象品目も分別する必要がある。2018 年は全品目の税率が８％ではあるが、今

後の税負担を推計することから、2019 年 10 月以降の消費税制が今後も継続することを前提

として、消費税負担額の推計を行う6。 

 ただ、消費税収を推計する上で、家計消費の統計から推計された消費税負担額と実際の消

費税収との間に乖離があることは、あまたある先行研究によって以前から知られている。そ

の乖離は、政府をはじめとする公的機関、医療機関、介護事業者、学校法人等の非課税取引

に携わる法人が、仕入時には消費税を支払うが、それを財やサービスの購入者に消費税とし

て課税しないことによって生じる7。加えて、家計が購入する住宅に対する消費税は、家計

                                                        
4 宇南山（2015）では、国民生活基礎調査における家計支出総額の回答には不詳があり、不詳が発生すると

平均支出水準に偏りが生じる可能性がある点と、単身世帯の割合が過少である点を指摘している。 
5 消費動向指数は、家計調査の結果を補完し、消費全般の動向を捉える分析用のデータとして総務省統計

局が開発中の参考指標であることから、本稿では家計調査ではなく消費動向指数を用いることとした。ま

た、家計調査結果（総世帯、単身世帯）の訂正に伴い、2020 年 5 月 8 日に行われた訂正を反映した消費動

向指数の合成金額を用いている。 
6 もちろん、2018 年の消費動向指数における消費支出は、全品目の税率が 8％である状況での支出額であ

るから、標準税率が 10％になって軽減税率が設けられた後での消費支出の構成と異なりうる。しかし、現

時点ではその統計が入手できないことから、2018 年の消費支出の構成が今後も変わらないと仮定して推

計する。 
7 ここでは、消費税を転嫁できるか否かは不問である。なぜならば、転嫁できなくても、売却（譲渡）する

側の付加価値が減じるだけで、課税取引である以上従価税として消費税は賦課されて、納税されるからで

ある。転嫁の度合いに関わらず、（非課税事業者たる）最終消費者に対する課税取引は、税込価格に相当



 

の住宅購入に関するデータが入手できなければ、家計消費の統計からでは推計できず、これ

も実際の消費税収との乖離となる。稀にしか売買されない高額商品に対する消費税も同様

である。 

 消費税収に関する乖離の修正は、先行研究8でもいくつかの方法で試みられているが、本

稿では次のように行った。本稿の目的は、あくまでも人口減少に伴う社会保障の税財源の将

来推計である。したがって、将来推計が可能な形で、現状の消費税負担をより的確に捕捉で

きるようにする方法が、本稿の目的に適うものといえる。 

 そこで、前述のように、「消費動向指数（2018 年）」を用いつつ、消費動向指数における消

費支出（住宅購入は含まれない）と国民経済計算での家計最終消費支出（住宅購入は固定資

本形成に含まれる）との乖離を埋めるところまでの補正を行うが、残された消費税収の乖離

は、最終消費者に消費税の形で賦課されなかったものと、住宅に対する消費税や消費動向指

数で捕捉できなかった家計消費に対する消費税であるとみなす。 

 ここでは、内閣府「国民経済計算年報」の 2018 年の家計最終消費支出（持ち家の帰属家

賃を除く）の名目額約 249 兆 28 億円をコントロールトータルとして、家計消費の統計から

推計された消費額と実際の消費額との間の乖離を埋めることとする。家計消費の統計とし

て、「消費動向指数（2018 年）」の参考詳細表から、１世帯当たり品目別支出金額（帰属家賃

は含まれていない）について、二人以上世帯と単身世帯（単独世帯）に分けて、世帯主年齢

階級別に、消費支出からその他の消費支出のうち寄付金と贈与金と仕送り金を除いた金額

を得る。 

 家計消費の統計と国民経済計算との乖離の是正に関する先行研究では、浜田（2012）で用

いられ、前田・梅田（2013）で「経常補正」と呼ぶ補正がある。それは、総務省「家計調査」

において、家計が過小に消費を申告する可能性を考慮して、年間収入の経常収入に対する比

率を掛け合わせる補正である。本稿でも、この経常補正を採用する。経常補正に際しては、

総務省「家計調査年報（2018 年）」において、総世帯の勤労者世帯と無職世帯から得られる

年間収入と経常収入の１世帯当たり平均値と、二人以上世帯の勤労者世帯と無職世帯から

得られる同平均値を用いる9。また、それぞれの世帯属性の調整集計世帯数もわかる。これ

により、総世帯と二人以上世帯における年間収入の経常収入に対する比率（勤労者世帯と無

職世帯の加重平均）が得られる。そして、二人以上世帯以外の総世帯は単身世帯であるから、

調整集計世帯数を加味して単身世帯の同比率も求められる。この比率は、各属性にて全年齢

階級で同じであると仮定する。 

 こうして単独世帯とその他（二人以上世帯）とに分けて、１世帯当たり消費額にこの比率

を乗じて得たそれぞれの金額に、「日本の世帯数の将来推計(平成 30 年推計)」から得られる

                                                        
する消費者価格に比して消費税が賦課され、納税される。しかし、家計消費の統計から推計された消費税

負担額と消費税収との乖離は、最終消費者に消費税が賦課されない取引（非課税取引）によって生じうる。 
8 村瀬・湯田・岩本(2005)、上村(2006)、八塩・長谷川 (2009)、高山・白石(2010)などがある。 
9 「家計調査」では、勤労者・無職以外の世帯では、経常収入の値が得られないので、本稿の分析では除外

した。 



 

2018 年の世帯主年齢階級別世帯数を乗じた上で、全年齢階級の合計額を求める。この合計

額が、「消費動向指数（2018 年）」から得た家計消費の金額となる。この合計額には、持ち家

の帰属家賃は含まれていない。 

 しかし、この合計額は 2018 年の家計最終消費支出（除く持ち家の帰属家賃）よりも少な

いことから、両者の比（1.347）を、乖離を是正する係数（以下、乖離是正倍率と呼ぶ）とす

る。これにより、家計最終消費支出（持ち家の帰属家賃を除く）をコントロールトータルと

した家計消費の乖離の是正ができる。ただし、消費税収そのものにおける乖離の是正は行わ

ない。 

 次に、前述のように算出した１世帯当たり消費額について、「消費動向指数（2018 年）」

における消費税の非課税品目を、品目分類別に分別する10。非課税品目は、住居の家賃地代

と設備修繕・維持のうち火災・地震保険料、保健医療の保健医療サービスのうち医科診療代

と歯科診療代と出産入院料と他の入院料、交通・通信の自動車等維持のうち自動車保険料

(自賠責)と自動車保険料(任意)と自動車保険料以外の輸送機器保険料、教育の授業料等と教

科書、教養娯楽の教養娯楽サービスのうち外国パック旅行費、その他の消費支出の他の諸雑

費のうち医療保険料と他の非貯蓄型保険料と寄付金と介護サービス、贈与金、仕送り金とし

た11。 

 そして、「消費動向指数（2018 年）」における品目分類において、2019 年 10 月以降に消費

税の軽減税率（8％）の対象となる品目を、食料（ただし酒類と一般外食と賄い費を除く）、

保健医療の健康保持用摂取品、教養娯楽の書籍・他の印刷物のうち新聞とした12。それ以外

の課税対象品目は、2019 年 10 月以降の標準税率（10％）の対象品目とした。以下では、2019

年 10 月以降と記さずに、軽減税率対象品目と標準税率対象品目と称することとする。 

 「消費動向指数（2018 年）」において、世帯主年齢階級別１世帯当たり消費支出額を、軽

減税率対象品目（酒類を除く飲食料品と新聞）と標準税率での課税品目と非課税品目に分け

て、単独世帯と二人以上世帯についてそれぞれ算出した。加えて、それぞれの消費額につい

て、前述の理由で乖離是正倍率を乗じて推計したのが、図表 4 である。この消費額は、すべ

て消費税込みの消費額である。 

 図表 4 では、二人以上世帯と単独世帯について、乖離是正倍率を算出する際に用いた消費

                                                        
10 消費動向指数では、家計調査の品目分類を踏襲している。 
11 消費税の非課税品目をより精緻に分別した先行研究として、高山・白石(2010)、前田・梅田（2013）や

大野ほか（(2014）などが挙げられる。これらは、総務省「全国消費実態調査」を用いている。一部の先行

研究と異なり、本稿での非課税品目には、保健医療の整骨鍼灸院治療代と教育の学習参考書教材と他の諸

雑費のうち保育所費用を含めず、外国パック旅行費を含めた。整骨鍼灸院治療代については、医師の同意

のない施術は健康保険の対象とならないのが原則であることから、課税取引とみなした。教科書・学習参

考書教材については、教科用図書は非課税だが、学習参考書教材は課税される。保育費用については、認

可保育施設の利用料は消費税が非課税だが、認可外保育施設の利用料は課税になるものがあるため、ここ

では非課税品目とはしなかった。外国パック旅行費については、国外取引につき課税されない。 
12 ただし、テイクアウトと宅配の飲食物は軽減税率対象品目だが、一般外食に分離不可能な形で含まれる

ため、本稿の分析上は標準税率対象品目扱いとなっている（学校給食は軽減税率対象品目扱いとしている）。

また、みりんは標準税率の対象品目だが、他の調味料に分離不可能な形で含まれるため、本稿の分析では

軽減税率対象品目扱いとなっている。 



 

額と、消費税課税対象品目の消費額、そのうち軽減税率対象品目の消費額を示している。消

費税課税対象品目の消費額から軽減税率（8%）対象品目の消費額を差し引くと、標準税率

対象品目の消費額となる。図表 4 には、調整集計世帯数も合わせて示している。総世帯の消

費額は、「消費動向指数(2018 年)」から導出した調整集計世帯数をウエイトとして二人以上

世帯と単独世帯の加重平均の消費額として示している。 

 

図表4 世帯主年齢階級別１世帯当たり消費支出の推計 

 

 

 



 

 
（注）消費額は消費支出－寄付金－贈与金－仕送り金 
（出所）総務省「消費動向指数」（2018年）を基に筆者推計。 

 

 次に、１世帯当たり消費税負担額を推計する。軽減税率（8%）対象品目については消費

額に 0.08／1.08 を乗じ、標準税率（10%）対象品目については消費額に 0.1／1.08 を乗じた

額を消費税負担額として求めた。2018 年の消費額は、標準税率対象品目でも税率 8%の税込

消費額であることに留意されたい。その額を、世帯主年齢階級別１世帯当たり消費税負担額

として示したのが、図表 5 である。図表 5 では、単独世帯と二人以上世帯に分けて１世帯当

たり負担額を示すとともに、その加重平均である総世帯での１世帯当たり負担額も示して

いる。また、図表 5 は、全品目の税率が 8%とした 2018 年における消費税負担額ではなく、

標準税率対象品目が 10％で課税されたものと仮定した推計額である。 

 図表 5 によると、二人以上世帯では世帯主が 50～59 歳の世帯で、１世帯当たり消費税負

担額が最も多くなっている。それより若い年齢階級では、若くなるにしたがって１世帯当た

り消費税負担額が少なくなっている。それより年長の年齢階級では年齢が上がるにつれて

少なくなっている。単独世帯では世帯主が 40～49 歳の世帯で、１世帯当たり消費税負担額

が最も多くなっており、それより若い年齢階級では若くなるにしたがって１世帯当たり消

費税負担額が少なくなり、それより年長の年齢階級では年齢が上がるにつれて少なくなっ

ている。 

 総世帯で見ると、世帯主が 40～49 歳の世帯で、１世帯当たり消費税負担額が最も多くな

っている。 

 

  



 

図表5 世帯主年齢階級別１世帯当たり消費税負担額の推計 

 

 

 
（出所）総務省「消費動向指数」(2018年)を基に筆者推計。 

 

 以下では、図表5の１世帯当たり消費税負担額が、2040年まで不変である（だから、消費

税率も不変である）と仮定して、世帯主年齢階級別世帯数が変動することを通じて、消費税

負担額の合計が変化すると、消費税収がどう変化するかを推計する。 

 

(3) １世帯当たり所得税・社会保険料負担額の推計 
 その前に、所得税、個人住民税、社会保険料の負担の推計方法について説明する。基本は、

世帯主年齢階級別の世帯単位での推計である。「消費動向指数（2018 年）」でも直接税と社

会保険料の支出額については示されているが、勤労者世帯と無職世帯に限られる上、無職世

帯については世帯主年齢階級別の負担額は示されていない。そのため、本稿での分析では、

前述の通り、「国民生活基礎調査（2018 年）」を用いることとする。 



 

 「国民生活基礎調査（2018 年）」には、所得税と個人住民税と社会保険料について、「当該

拠出金等のある世帯数」と「当該拠出金等のある１世帯当たりの平均金額」が、世帯主年齢

階級別に公表されている。しかし、当該拠出金等のある１世帯当たりの平均金額を 1 世帯当

たり負担額とすると、当該拠出金等のない世帯数を無視することとなる。したがって、世帯

主年齢階級別の全世帯で見た 1 世帯当たり負担額を推計すべく、当該拠出金等のある 1 世

帯当たりの平均金額×当該拠出金等のある世帯数÷全世帯（当該拠出金の有無が不詳の世

帯を除く）として、1 世帯当たり負担額を推計した。 

 所得税と個人住民税と社会保険料について、世帯主年齢階級別 1 世帯当たり負担額を示

したのが、図表 6 である。図表 6 によると、所得税と個人住民税と社会保険料はともに、世

帯主が 50～59 歳の世帯で、1 世帯当たり負担額が最も多くなっており、それより若い年齢

階級では若くなるにしたがって１世帯当たり負担額が少なくなり、それより年長の年齢階

級では年齢が上がるにつれて少なくなっている。社会保険料負担額は、世帯主が 40～49 歳

の世帯で年に約 100 万円、50～59 歳の世帯で年 100 万円を超えている。 

 

図表6 世帯主年齢階級別１世帯当たり負担額の推計 

 
（注）所得税には、復興特別所得税を含むが分離課税される利子所得・配当所得・譲

渡所得に課される所得税を除く。 
（出所）厚生労働省「国民生活基礎調査（2018年）」を基に筆者推計 

 

 しかも、年齢階級による１世帯当たり負担額の差は、世帯主が 50～59 歳の世帯では、29

歳以下や 70 歳以上の世帯の 2 倍超となっている。それは、累進課税されている所得税のみ

ならず、所得比例的な負担である個人住民税や社会保険料でも 2 倍超の差となっている。そ

の差は、低所得者への減免や高齢者向けの負担軽減（後期高齢者医療の保険料の軽課や若年

層と比べると手厚い公的年金等控除）や概ね 60 歳以上では年金保険料が課されないことが

現れているものと考えられる。 

 この金額が、2040 年まで不変であると仮定して、世帯主年齢階級別世帯数が変動するこ

とを通じて、各負担額の合計の変化を推計する。また、消費税負担額の推計と異なり、「国

民生活基礎調査（2018 年）」では単独世帯か二人以上世帯かの区別をした統計が得られない

ため、所得税と個人住民税と社会保険料については、単独世帯か二人以上世帯かの区別をせ



 

ずに（つまり総世帯として）推計する。 

 

(4) 税・保険料負担額の2018年の推計 
 「日本の世帯数の将来推計(平成 30 年推計)」に示されている世帯主年齢階級別世帯数は、

図表 7 の通りである。単独世帯は、2030 年までは全体として増加傾向だが、その後は減少

に転じると見込まれている。世帯主年齢が 49 歳以下の年齢階級では、2018 年が最も多く、

その後世帯数は減少すると見込まれている。世帯主年齢が 50～59 歳では、2030 年まで世帯

数は増加するが、その後減少すると見込まれている。世帯主年齢が 60 歳以上の年齢階級で

は、2020 年以降は増加傾向にあると見込まれている。 

 その他（二人以上）世帯は、全体として 2018 年が最も多く、その世帯数は減少すると見

込まれている。世帯主年齢が 29 歳以下の世帯では、2025 年をピークとして、それ以降は減

少すると見込まれている。世帯主年齢が 30～49 歳の年齢階級では、2018 年が最も多く、そ

の後世帯数は減少すると見込まれている。世帯主年齢が 50～59 歳では、2025 年まで世帯数

は増加するが、その後減少すると見込まれている。世帯主年齢が 60～69 歳の世帯では、2025

年までは減少傾向だが、その後 2035 年まで増加に転じるが、2040 年には減少すると見込ま

れている。世帯主年齢が 70 歳以上の世帯では、2025 年までは増加するが、その後減少する

と見込まれている。 

 将来推計の前に、2018 年の世帯数を用いて、2018 年の消費税と所得税と個人住民税の推

計上の合計額と実際の税収とを比較しよう。2018 年のデータを用いた本稿の推計によると、

消費税（課税対象品目に一律で８％で課すと仮定）の全世帯合計額は 15 兆 5,606 億円、所

得税の合計額は 15 兆 3,052 億円、個人住民税の合計額は 12 兆 5,248 億円であった。ここで

の消費税は、国税の消費税と地方税の地方消費税を合わせたものであり、所得税は、復興特

別所得税を含むが分離課税される利子所得・配当所得・譲渡所得に課される所得税を除いた

ものであり、個人住民税は、分離課税される利子所得・配当所得・譲渡所得に課される個人

住民税を除いたものである。 

 2018 年度の税収の実績値は、総務省「地方財政白書」、総務省「道府県税徴収実績調」、財

務省「決算の説明」、国税庁「国税庁統計年報」によると、消費税と地方消費税の合計した

税収は 22 兆 4,964 億円、復興特別所得税を含むが分離課税される利子所得・配当所得・譲

渡所得に課される所得税を除いた所得税収は 15 兆 64 億円、利子割と配当割と株式等譲渡

所得割を含まない個人住民税は 12 兆 6,461 億円であった。 

 暦年と年度のずれはあるが、所得税と個人住民税では、両者はかなり近似している。しか

し、消費税では 6 兆 9,357 億円ほどの乖離があった。これは、前述のように、公的機関、非

課税事業者、非課税取引に従事する法人が仕入時に支払った消費税は納税されたが最終消

費者に消費税の形で賦課しなかったものと、住宅に対する消費税や消費動向指数で捕捉で

きなかった家計消費に対する消費税と考えられる。 

 ちなみに、2018年に仮に消費税の標準税率が10％であるとして課税された場合に推計さ



 

れる消費税負担額の全世帯合計額は、18兆4,597億円である（図表5に示された１世帯当たり

消費税負担額に当該世帯数を乗じて、すべての世帯類型の合計額として求められる）。以下

の将来推計では、標準税率を10％として消費税収を推計するため、ベンチマークとなる2018

年の推計上の消費税収は、この金額を採用する。 

 

図表7 世帯主年齢階級別世帯数の将来推計 

 

 
（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計(2018年推計)」。 

 

 

(5) 税・保険料負担額の将来推計 
 世帯主年齢階級ごとに、図表 7 に示された世帯数を、図表 5 に示された１世帯当たり消

費税負担額に乗じることで、2020 年以降の各年の消費税負担額の階級合計が求められる。

その金額を示したのが、図表 8 である。ここでは、単独世帯と二人以上世帯の合計を示して

いる。 

 

  



 

図表8 世帯主年齢階級別消費税収 

 
（出所）筆者推計。 

 

 図表 5 に示されていたように、総世帯で見ると 2018 年の消費税負担額は、世帯主が 40～

49 歳の世帯が１世帯当たりで最も多かった。その影響が支配して、図表 8 における 2018 年

の世帯主年齢階級別の金額は、世帯主が 40～49 歳の世帯の金額が他の世帯よりも多い。 

 しかし、その後、世帯数の変化によって、世帯主が 40～49 歳の世帯が負担する消費税は

急激に減少する。他方、世帯主が 50～59 歳の世帯の消費税負担額は、階級全体では 2025 年

まで増え続けるが、その後減少に転じることがわかる。2035 年と 2040 年は、世帯主年齢階

級別にみると、世帯主が 60～69 歳の世帯が負担する消費税が最も多くなっている。 

 ちなみに、図表 8 では、世帯主年齢階級が 70 歳以上の世帯を、「日本の世帯数の将来推計

(平成 30 年推計)」に従って 70～79 歳と 80 歳以上に分けて推計した金額を示している。こ

の推計では、世帯主年齢階級が 70 歳以上の１世帯当たり消費税負担額が 70～79 歳と 80 歳

以上とで同じであると仮定している。というのも、「消費動向指数（2018 年）」では、世帯主

年齢階級は 70 歳以上としたデータのみを公表しており、分解できないからである。 

 そして、その全年齢階級合計が、その年の消費税収として推計できる。その結果は、所得

税、個人住民税、社会保険料の負担の推計と合わせてまとめて後に示すこととする。 

 同様に、所得税、個人住民税、社会保険料も、世帯主年齢階級ごとに、図表 7 に示された

世帯数を乗じることで、各年の負担額の階級合計が求められる。所得税について、その金額

を示したのが、図表 9 である。 

 

 

 



 

図表9 世帯主年齢階級別所得税収 

 
（出所）筆者推計。 

 

 図表 9 を見ると、世帯主年齢階級別の金額は、2020 年以降は世帯主が 50～59 歳の世帯が

他の世帯よりも多い。ただ、その金額も 2025 年をピークに減少する。世帯主が 40～49 歳の

世帯の金額は、2018 年が最も多く、それ以降減少する。この２つの年齢階級以外は、３兆

円を超えることはなく、世帯主年齢階級が 40～59 歳の２つの階級で所得税負担が集中して

いることがわかる。これは、所得税制における累進課税が影響していると考えられる。他の

年齢階級と比べて、この両年齢階級の所得税負担額が多いという構図は、図表 8 でみた消費

税負担額の構図とはかなり異なっており、所得税負担が勤労世代により多く、退職世代によ

り少なくなる性質を表している。その意味で、消費税負担は、世代を超えて負担を広く分か

ち合う性質を持っていることが改めて確認できる。 

 また、世帯構成の通時的な変化が負担額に与える影響を比較すると、図表 8 の消費税で

は、人口減少に伴う世帯数の減少によって受ける金額の変化幅は、40～49 歳を除く全年齢

階級で１兆円未満であるのに対して、図表 9 の所得税では、その変化幅は世帯主が 40～49

歳の世帯だけでなく 50～59 歳の世帯でも１兆円を超えている。しかも、2030 年から 2040

年にかけて１兆円超も減少している。その要因として、世帯主が 50～59 歳の１世帯当たり

の所得税負担額が、消費税負担額よりも年 10 万円ほど多いことが考えられる。それだけ、

世帯数の変動に感応的になるといえる。 

 別の言い方をすれば、人口減少に伴う世帯数の減少の影響について、消費税と所得税を比

較すると、消費税の方が影響をより受けにくく、所得税の方がより大きく影響を受けるとい

える。 

 また、消費税では、2035 年と 2040 年に世帯主が 60～69 歳の世帯の負担額が最も多くな



 

ることが観察されたが、所得税ではそうした現象は観察されない。2040 年でも、世帯主が

60～69 歳の世帯の負担額は、50～59 歳の世帯の負担額よりも１兆円超も少ない。このこと

は、公的年金等控除などにより高齢者の所得税負担が軽減されていることが影響している

と考えられる。 

 個人住民税について、その金額を示したのが、図表 10 である。図表 10 を見ると、世帯主

年齢階級別の金額は、2018 年以降すべての年で世帯主が 50～59 歳の世帯が他の世帯よりも

多い。ただ、その金額も 2025 年をピークに減少する。世帯主が 40～49 歳の世帯の金額は、

2018 年以降減少する。この２つの年齢階級で個人住民税の負担が集中していることは、所

得税と同様である。 

 

図表10 世帯主年齢階級別個人住民税収 

 
（出所）筆者推計。 

 

 社会保険料について、その金額を示したのが、図表11である。図表11を見ると、世帯主年

齢階級別の金額は、2018年以降すべての年で世帯主が50～59歳の世帯が他の世帯よりも多

い。ただ、その金額も2025年をピークに減少する。世帯主が40～49歳の世帯の金額は2018年

以降減少する点や、この２つの年齢階級で負担が集中している点は、所得税や個人住民税と

同様である。図表6で見たように、社会保険料は、各年齢階級で、個々に所得税や個人住民

税の２倍超の負担額となっている（別の言い方をすると、社会保険料負担は、所得税負担と

個人住民税負担を合計した金額よりも多い）ため、図表11もその金額の規模が大きくなって

いる。 

 

  



 

図表11 世帯主年齢階級別社会保険料収入 

 
（出所）筆者推計。 

 

(6) 2040年までの社会保障財源の推移 
 以上の推計を踏まえ、2040 年までの各年の全年齢階級合計を、消費税、所得税、個人住

民税、社会保険料について示したのが図表 12 である。ここでの全年齢階級合計額は、あく

までも推計上の金額であることから、2018 年の合計額を 100 として、その後の推移を示し

ている。特に、消費税については、2018 年に標準税率が 10％になっていたと仮定している

ことと、全税収を網羅的に推計できていないことがあるため、推計上の消費税収の推移を指

数化して表している。 

 

図表12 世帯主年齢階層別１世帯当たり租税負担から推計した税収（2018年＝100） 

 
（出所）筆者推計。 



 

 この推移は、前述の通り、2018 年の１世帯当たり負担額が 2040 年まで変化せず、世帯主

年齢階級別の世帯数が変化したことによって生じた変化を表している。別の言い方をすれ

ば、人口減少に伴う世帯数の変化によって生じた財源の変化といえる。 

 図表 12 によると、所得税と個人住民税と社会保険料の推移はほぼ同様で、消費税と比べ

て、2030 年代に大きく減少することがわかる。2040 年において、消費税は 90.9、所得税は

88.5、個人住民税は 88.3、社会保険料は 88.8 である13。その意味では、それぞれは人口減少

に伴う世帯数の減少の影響を受けて、2018 年比で１割ほど減少するが、消費税の方がその

影響は小さいといえる。 

 消費税の場合、世帯数の変動の影響もあるが、年齢階層によって消費の構成が変化する影

響も含んでいる。世帯主年齢階級別１世帯当たり消費額を示した図表 4 に基づくと、課税対

象品目のうち軽減税率対象品目の消費割合は、世帯主が 29 歳以下の世帯では 17.1%、30～

39 歳の世帯では 21.7%、40～49 歳の世帯では 23.0%、50～59 歳の世帯では 23.1%、60～69

歳の世帯では 27.0%、70 歳以上の世帯では 32.6%と、年齢が上がるにつれて上昇している。 

 そこで、その影響を取り除くべく、各年齢階級で消費税率１％分につきいくらの消費税負

担をしているか（図表 5 における軽減税率対象品目の消費税負担額の８分の１と標準税率

対象品目の消費税負担額の 10 分の１の合計）を示したのが、図表 13 である。これをみる

と、消費税率１％分の負担額は、単独世帯では全年齢階級で 2 万円強とほぼ同じとなってい

る。二人以上世帯では、世帯主が 50～59 歳の世帯で最も多くなっているが、それは世帯員

数が異なる（世帯人員が多いと消費額が増えるのに伴い消費税負担額が多くなる）ことが影

響している可能性がある。図表 13 からは、消費税率１％分の負担で見ると、世代間の負担

の差がかなり小さいことがわかる。 

 図表13の含意について、将来推計に照らして考えると、今後いずれかの時期に消費税率を

引き上げる際、軽減税率対象品目も標準税率対象品目も同じ幅で税率を引き上げれば、世代

間の負担の公平をより維持して財源負担を求めることができるといえる。図表7が示すよう

に、今後は単独世帯が増えてその割合が高まっていくことが見込まれているだけに、なおさ

らである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        
13 ちなみに、2018 年に、標準税率が 10％と仮定した場合の税収を 100 とすると、消費税率が一律で 8％と

した税収は 84.3 となる。 



 

図表13 消費税率1%分の1世帯当たり消費税負担額の推計（2018年） 

 
（出所）筆者推計。 

 

4. まとめ 
 
 本稿では、人口減少が社会保障財源に与える影響について、将来推計を交えて分析した。

人口減少に直面する経済では、１人当たり GDP 成長率を高めなければ、人口が減少する分

だけ経済成長率が低下する要因となる。１人当たり GDP 成長率を高める努力が別途求めら

れることは言うまでもないが、人口減少による経済成長率の低下を意識した財源確保も不

可欠である。つまり、これまでのように、堅実な税収弾性値を想定したとしても、プラスの

経済成長率が当然として期待できるとして、税収が緩やかに増えてゆき、社会保障財源が自

ずと確保されるとは限らないとみなければならない。 

 本稿では、人口減少に伴う世帯数の変動が与える社会保障財源への影響度を分析した。そ

の結果、消費税、所得税、個人住民税、社会保険料とも、2040 年には、人口減少に伴う世帯

数の変動によって直近と比べて１割ほど税収や社会保険料収入が減少することが確認でき

た。もちろん、物価上昇などによって名目額自体が減ることにはならないとしても、これが

実質価値でみた減少要因となる。ただ、その中でも、消費税の方が、所得比例的な負担より

も、人口減少に伴う世帯数の変動の影響を受けにくいことも確認された。 

 そうした社会保障財源の性質を踏まえ、政策的含意として次のことが示唆される。消費税

は、世代間の負担をより公平にしつつ、人口減少の影響をより受けにくい財源であるといえ

る。そのため、人口減少に対応した社会保障財源としても、消費税による財源調達が重要で

あるといえる。 

 また、所得税、個人住民税、社会保険料といった所得比例的な負担は、世帯主が 40～59

歳の世帯に負担が集中していることから、人口減少や高齢化の影響を受けやすい現行制度

となっている。そのため、高齢者にも所得比例的な負担を求めることを徹底するとともに、

課税最低限を下げるなどして課税ベース・賦課ベースを広げることで、人口減少の影響を緩

和することが必要である。具体的には、所得税や個人住民税での公的年金等控除の縮小や、

後期高齢者医療の保険料での所得比例の強化が有効である。 

 今後のわが国において、人口が減少するといえども、高齢化に伴い社会保障財源の確保が



 

ますます必要となる。人口減少の影響を受けにくい財源確保の方策が今後求められる。 
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